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＝農林業の未来に向けての提言＝  

農の価値を、農産物という「物」だけで考えるべきではない  
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別図１  
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１．持続可能な農林業のもたらす価値と食料自給率の関係（別図１参照）  
 
（１）農地と森林は、そこに存在するだけで価値がある  

 
 この図は、４０年間の私の農に対する思いを詰め込んだ概念図です。  

まず、持続可能な農林業の価値、機能について考えてみます。これは、森で木

が育っていること自身に、まず価値がある。水資源の涵養、空気の浄化、がけ崩

れの防止など、その価値はたくさんあります。また、森で育った木の落ち葉が微

生物によって分解され、そのミネラル分が土壌を介して川に流れ込み、川や海の

魚たちを育てる機能もあります。  
農地でいえば、地域が総出で水路掃除をして、畦草を刈り、田に水を張って田

植えをして稲を育てる。ここでも、生物多様性が維持されます。また、地域が総

出で、水路掃除をすることによって、地域社会のルールができる。文化の伝承、

自然との出会いもできる。それに、都市部では防災避難空間としても役立つ。数

えればきりがないほどの価値を備えていると思います。  
 
（２）農林業を効率だけで評価すれば、国土は崩壊する  

 
 ところが、その森で育てた木に価格がつくのは伐採して材木になってからです。

水田でいえば、育てた稲を刈り取って、脱穀をして乾燥をして、精米してコメに

なって、始めて価格がつく、しかし上記での公益的な価値は価格には評価されて

いません。これらの農林産物の“物”としての価格の形成は、今や世界がひとつ

のマーケットです。  
日本の一日の日当で、一か月生活できる国はまだまだあります。これは人件費

というコストが 30 分の１ということです。日本では３０ha 規模が、大きいと言

っても、３０００ｈａが当たり前の国が世界にはある。規模による効率では敵い

ません。そのなかで、価格形成がされていくのですから、とても、農林業者が日

本の国で生活するに足りるような価格は形成されません。価格のみの競争で、モ

ノが輸入されてくるわけです。そのなかで、日本が失っている大切なものがある

と私は思っています。農業生産も効率を追求しすぎると、環境に負担がかかり、

公益機能が低下します。  
この概念図の原点は、自給にあります。自給量が減少し、輸入が増えるほど、

自給率が下がるわけですが、自給率が高かったときには、田や畑や山が、十分に

活用されて、公益機能も十分に働いていたのです。その時代は森も里山も美しく、

水もきれいで世界に誇れるものが多くありました。  
それが、自給率５０％と、半分になった時点では、公益機能も著しく下がりま

す。自給量が半分になれば、耕す田畑も減り、自然循環能力も同じように減少し

ます。輸入量が増え、自給量が減って田畑が遊休化する。自給率が５０％になる

ということは、国土の健全な能力はすでに４分の３を失っているということをこ

の概念図は表しているのです。  
価格のみの評価で輸入を増やすということは、農林業が果たしてきた公益機能

を減らすことになる。今、食料自給率は、半分どころか４０％に低下しています。

しかも、それを支えている農林業者の大半が、７０歳代になっています。彼らが

リタイアすれば、ここから一気に自給率が下がると思います。しかも、今まで農
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林業者が無償で担ってきた共益費を、誰も払わなくなる。いったい、だれがこの

共益費を負担するのかということが、今後大きな問題ではないかと思っています。 
農業を単なる経済効率のみで評価すれば、必ず国は崩壊へ向かうということを、

この図は表しているのです。  
 

  
２．都市農業の意味を改めて考える  
 

食料自給率の低下は、食と農、消費と生産の間に、あまりにも距離ができた結

果だと思います。それは、生活者のそばにある農業が、あまりにもおざなりにさ

れてきた結果ではないかと私は申し上げたい。つまり、消費者は食べ物が育つ過

程や豊かに実った空間に身を置く心の充足、農の持つ公益機能も肌で感じられな

くなり、価格のみが消費の判断材料になった結果だということです。  
今、私の取り組んでいる体験農園への参加者は、「農作業をするから労賃を要求

する」のではなく、農作業をするのに、自らお金を出している人たちです。そし

て、有機農法で安全な野菜をともに育て、農地の持つ公益機能の維持につとめ、

国土保全のための共益費をともに負担しています。  
このような農に対する高い意識が全国に広がり、みんなが野菜を育て、それを

消費されることで、食と農の距離、生産者と消費者の距離はなくなるはずです。

自ら育て、自ら食べる。生産者・消費者を問わず、それを経験することで、食と

農の距離は縮められ、このことが、公益機能に対する共益費負担の共有につなが

り、健全な国としての能力を取り戻していくのに非常に役立つのではないか。自

給力を高めていくためにも、消費者のそばにある都市部の農業の存在が、大きな

役割を果たすと確信しています。  
都市農業が抱える課題と価値は、そのまま、グローバル化の中で、日本各地の

農業地域が抱える課題と価値にもつながるはずです。  
 国を支え、地域を支え、自然との共生の術を備えた人たちが、誇りを持てる制

度の創設が疲弊した社会をよみがえらせる。農の果たす公益機能、国土の保全、

環境維持、食料の供給という役割に対して正当に評価される制度の創設が望まれ

る。  
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用語解説  
(1)緑農地とは  現行の生産緑地に農業を営むための関連用地すなわち、農業施設用

地、農業関連屋敷林、宅地化農地から、緑農地への編入分を含めたものです。 

(2)農業施設用地とは ハウス、温室、畜舎、農機具収納舎、納屋など農作業場、堆  

   肥場、農産物貯蔵施設、倉庫、直売所、販売所、駐車場などを含めたものです。 

(3)農業関連屋敷林とは、屋敷林のうち、農業経営上利用した屋敷林です。  
 (注 )「宅地化農地からの編入分」とは、制度改正により、これまでの制度の対象外となっていた

「農業施設用地、農業関連屋敷林」が緑農地に含まれることにより、税の負担が少なくなり  

売却用の宅地化農地がいらなくなるので、その分が緑農地に編入されることを想定しています。 
 

生産緑地制度と緑農地制度の提案  
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（宅地化農地からの編入分）  

生  産  緑  地  

（宅地並課税、農地相続税納税猶予不適用）  

現行の生産緑地制度  

（農地課税、農地相続税納税猶予適用）  

制度改正後の緑農地制度の提案  

農業施設用地・農業関連屋敷林用地  

生  産  緑  地  
（農地課税、農地相続税納税猶予適用） 

（宅地並課税、農地相続税納税猶予不適用）  
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３．都市農業振興提案  
 

持続可能な都市農業の確立に向けた緑農地制度の創設（別図２参照）  
 
 （１）農業振興地域制度の改正による都市農業振興地域制度の創設  

都市計画制度の改正に伴う「緑農地」を、農業振興地域制度において、「都

市農業振興地域」として位置づける農業振興地域制度の改正を行うこと。  
  

（２）都市農業振興施策体系の再構築  
都市農業振興地域については、農業振興地域の農用地区域に準じた施策を実

施できるよう、「都市計画と調整措置」を抜本的に見直すとともに、都市農業

振興施策体系を再構築すること。  
 
（３）生産緑地制度の改正について  
ア．下限基準面積（500 ㎡）の撤廃  
  土地利用状況にあった制度への改善  
イ． 生産緑地の範囲の拡大→緑農地（生産緑地+農業施設用地+屋敷林）  
  都市農業の持続的振興を図る観点から、農業振興地域における「農用地等」

に準じて、農業施設用地、農業関連屋敷林等を現行の生産緑地の範囲を拡大し

て、「緑農地」として制度の対象とすること。  
 
（４）農地の相続税納税猶予制度改正  
  この制度の根拠法である旧農地法が改正されたこと、食料農業農村基本計画

の都市農業制度の見直し規定を踏まえ、農用地等の相続税納税猶予制度の改正。 
ア． 賃貸借と農業生産法人への出資の許容  
  農地法改正に伴う、賃貸借を制度の対象とすること、及び農業生産法人への

農地の出資の許容。  
イ．緑農地の許容  
  農地の持続的保全、都市農業振興の観点から、相続税納税猶予制度について、

緑農地を「農用地等の相続税納税猶予制度」の対象とすること。  
 
ウ．農地の物納を認め、農業者等に貸し付ける制度の創設  
  農地の有効利用を図るため、物納を許容して、農家に貸し付ける制度を仕組

むこと。  
 
 以上、一連の制度改正を迅速に推進するため、都市農業振興特別措置法等の特

別立法措置をお願いしたい。  
 

 
                       農園 杉・五兵衛         

園主 𡌛島五兵衛  

E ﾒｰﾙ sugigohei@mbp.nifty.com 

ホームページ http://sugigohei.com/     

mailto:sugigohei@mbp.nifty.com
http://sugigohei.com/
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東日本大震災の教訓をふまえた農業復権に向けた提言 

 
Ⅰ．営農の継続を通じて多面的機能を発揮する都市的地域の農業 
 都市的地域の農業については、地域住民へ新鮮な農産物を供給する生産基盤

としての重要な役割を有していることについて、明確な位置付けが行われる

必要がある。 
 その上で、営農を継続することによって実現される環境保全・防災機能、食

農教育・レクリエーション機能といった多面的機能の発揮を通じて、都市農

地が多様な価値が集合する“価値ある場”として認識・共感され、都市農業

の振興に地域住民の支援・参画が得られる姿が将来像である。 
 
 
Ⅱ．都市農業振興および理解促進に向けた取り組み 
 体験農園・市民農園・貸農園や新たな担い手をも育成する農業塾の推進や、

地方公共団体やＪＡ、関係機関さらには地域住民等から構成される協議体の

設置などを通じ、都市農業の振興、理解の促進に取り組む。 
 
 

Ⅲ．都市農業振興対策の強化 
 「都市住民の参画も得た都市農業の取組」をすすめていくためにも、都市農

業・農地を積極的に位置付け、農業生産基盤を守り、市民農園・体験農園の

展開等に資するため、都市農業振興を目的とした新法の制定や、市街化区域

内では制約のある、貸借等農地の積極的な活用を可能にする仕組みなどを構

築するとともに、税制上の担保措置（相続税の「法定相続分課税方式」や相

続税納税猶予制度の基本的枠組みの堅持）が必要である。 
 また、今後、災害に強いまちづくりを進める観点から、一部自治体で導入さ

れている「防災協力農地登録制度」の更なる拡充を図るため、登録農地に対

する固定資産税・都市計画税の相応額の減免など、支援措置の充実について

検討を行うことが必要である。 
 以上 
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２０１２．３．５ 

学習・意見交換会「これからの都市農業（東京の農業）づくり」 アンケート結果 

開催日時：２０１１年１１月２２日（金）１０：００～１２：３５ 
参加者：生協２４名、農業者９名、消費者団体３名、行政 6 名、他１３名、事務局 2 名  計５７名  
回収枚数：３３枚 
 
＊参考：税制問題関連の意見に下線、消費者の農業への関わり関連の意見に○ 
＜感想・ご意見＞ 

・ 農業者の報告は時間がなくてお気の毒でした。税金が重くのしかかっているのが、とても伝わ

ってきました。 
・ 行政の報告は、当たり前のことをそのまま言っているだけで、ではどうなるのか？全く伝わっ

てこない。具体的な内容説明が殆どなかった。 
・ 是非とも年１回又は２回の定例会としてほしい。千葉、茨城、埼玉のメガ産地とは違い、生産

すると同様に土地の問題が付いて来る都市農業者、こういったネットワークは重要と考えます。

主催者、先生方の皆様ありがとうございます。 
・ 意見交換の時間はもう少し長く欲しかった。 
・ 東京の農業を知ることになり参考になったが、農業政策と都市農業の接点になるが、住みよい

東京として生協活動は重要である。 
・ 生協の方が多くてびっくりした。民間の野菜宅配企業から意見を聞いたらよいと思った。 
・ 東京都でも営農が盛んになり日本の農業の自給率も向上して欲しい。良い農政ができるよう期

待しています。 
・ 生産者の話の中で農地であっても宅地並みの税を払うとの事でしたがせめて、次世代も農業者

であるなら、相続税は農地としての税額でいいのでは、と考えます。又、売買の中で宅地とし

て、であれば宅地税が正しいと考えます。 
東京での農業者だからそうなのでしょうか。全体としては出来れば東京都民であれば東京の物

を食べたい、と思いますが、しかしあまりちまたに出回っていない気がします。 
・ 研究者の話の中で出てきた「制度づくり」と「その制度」について、具体的な内容・すすめる

方法についても、伺いたかったです。 
今回報告された農業者のような方が、各地でお話しする機会を広げられるようにと思います。

消費者団体連絡会、シンポジウム等で活用できるとよいと思います。 
・ 都の具体的プランが出たら、又意見交換会を開いて下さい。 
・ 消費者としては最大限努力しています。組織としてはパルシステム東京の地場野菜の供給応援

のジャガイモ堀、野菜の収穫体験などの企画を通して一般組合員に地場野菜の大切さを知らせ

啓蒙しています。農業を続けていく最大の問題、税制問題（相続、固定資産税）の改正なくし

ては農業は続けては行かれないと見ています。羽村市の中でも驚くほどのいきおいで農地から

宅地に変わっていっています。 
○・ 消費者団体が農業の事を理解する手助けをどんどん広げる事に取り組むことは大切だと思う。

月間事業でも様々に食をとりあげて地産地消を育ててほしいと思う。 
○・ 今回参加させていただき、都市農業の大切さ・価値を再確認することができました。ありがと

うございました。 



・ 卒業論文のテーマで都市農業について研究しています。新たな問題点の発見や多くの地域の

人々の声が聞くことが出来、とても勉強になりました。 
○・ 「都市農業を守り育てる」これは、私たち消費者としても都市で暮らすものとして、日頃から

大切なことだと思っていました。オープンスペースとして防災としての役割もあること、今日

発見しました。やはり、農地や農業に対して理解を深め、さらに広めることが、大切であるこ

とがよくわかりました。税制についても、力になれる活動ができればと思いました。ありがと

うございました。 
○・ 様々な場面からの東京の農業の関わりを知るきっかけとなりました。消費者のこの視点が広ま

ることが今後の課題ですね。 
・ 皆さんと取り組みが聞けてよかった。もう少しゆっくりした時間で聞きたかった！ 
・ 時間の管理をきちんとして欲しい。内容が良いので、最後にもう少し意見交換して詰められる

と良かった。各消費者団体が持ち帰って、自分たちの役割を果たすとは思いますが。最後のま

とめ良かった。半年後くらいにそれぞれ持ち帰った事をどの程度すすめたか報告会をやってほ

しい。 
・ 行政の答申をこんな風に一覧表にしていただくととても見やすいです。これから行政の方にお

願いしたいですね。いいことを知りました。各生協の取り組みのほうが勉強になりました。 
・ 冒頭のスライド時間(設定)から見直し再考、時間配分の工夫を。 
・ 行政・研究者・農業者それぞれの報告がありバランスの取れた良い内容の学習会だったと思い

ます。都市農業の現状や課題は多く、各報告者の時間が少し足りない感じはした。今後、更に

詳細なお話が聞ける機会があればと思います。 
○・ 生産者・消費者（地域住民）行政が基本的にそれぞれの立場での役割を果たすことが大切。 

生産者はプロとして農作業と農業経営に工夫と力をいれ、それを地域住民が理解して支援する。

おいしく食べる。東京はそこに顔が見える関係が出来る。その上で今の都市農業の現状を知り、

課題・問題を提起し、地域の問題として考えていく。行政は豊かに人間が暮らすための施策を

本気で実施していく責任がある。これらの各々の責任をまず理解し果たしていくことが大切だ

と思う。 
・ 行政・研究者のお話は参考になったが、もう少し実践的な報告なども聞きたかったです（時間

が短かった）。 
○・ 農業をしています。いつも思うのですが、意見交換の時間がなく私たちと行政や消費者の考え

や思いが違うと感じました。これが近くならない限り農業者は大変で小さな農業家続けられな

いと思います。 
・ 共通の理解が大切ということが聞けて思いは同じと感じました。生産者の方が安心して続けて

いかれる制度をしっかり作っていくために、みんなで頑張りたいですね。参加させていただい

てありがとうございました。 
・ 地産地消を広めたいと思うが、区部には少ないのでどうしたら広めて行けるのであろうかと勉

強になりました。ありがとうございました。東京から農業はなくならないでほしいですね（税

金制度） 
・ 参加者の方が良く勉強されていると思いました。 
・ 時間の都合で質問しませんでしたが、「ＴＰＰ」と「都市農業の振興」とは相いれないものだと

思います。その点でＴＰＰについての見解をお聞きしたかったです。 
 



・ 意見交換やはり時間がたりなかった。欲張りすぎた企画のような気がします。とても良い会な

ので、これから企画の立て方考えてみて下さい。 
○・ 農業にとても興味があり、仕事に出来たらいいのに、といつも思っています。ボランティアで

はなく普通にパートとして、仕事にできる農業の仕組みが出来ないでしょうか。高齢化で後継

者が、とよく耳にしますが畑を仕事にしたい若者はたくさんいると思います。普通にハローワ

ークに行って、農作業という仕事を選べる環境が出来たらうれしいです。今回の研修内容を知

り合いに話したら「都市農業は必要ないと思う。わざわざ土地の高い場所で作るより、土地を

他のものに回せばよい」と言っていました。私はそうは思いませんが、そんな考えをしている

人もいるのだなと思いました。とはいえ、やはり東京にいながら地産地消、新鮮な野菜、採れ

たて野菜も食べたい、頑張ってる農業者を支えていきたい。東京だからこそこだわる農業を見

つけて、都市農業を盛んにしていってほしいです。安くても良いので、農業 仕事にしたいで

す～。とても閉鎖的な感じがします。税のことはあまり理解していませんでしたが、畑をこれ

以上減らさないためにも、税金をどうにかしてほしいです！！ 
  
２）今後の企画への要望等、その他、何かありましたらご記入ください。 

・ 都市野菜の魅力、新鮮・安全顔の見える生産者の野菜の大切さを知らせていく。税制問題を分

かりやすく都民に知らせて欲しい。 
・ 更なる企画を展開して下さい。 
・ 東京都消費者月間事業やさまざまの場で、農の問題、食の問題を取り上げてほしい。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①行政からの報告「都民生活に密着した産業・ 

東京農業の新たな展開」 （内田敏夫さん） 

東京都農林・漁業振興対策審議会答申の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学習・意見交換会 

「これからの都市農業（東京の農業）づくり」 
   ～農業者、消費者、行政、研究者と共に～  
 

[ 日 時 ]   ２０１１年１１月２２日（金）１０：００～１２：３５ 

[ 会 場 ]  東京都生協連会館 ３階 C 会議室   [参加人数] ５７名     

[報告者]  内田敏夫氏（東京都産業労働局農林水産部農業振興課長） 

         後藤光蔵氏（武蔵大学経済学部教授） 

         栗原剛氏(ＪＡ東京青壮年組織協議会委員長) 

[ 主 催 ]  東京消費者団体連絡センター   

 
【開催趣旨】  東京の農地や耕地利用率、また担い手は年々減少してきているが、一方、都民の 85％が東京に

農地・農業を残したいと希望しており、農業・農地の多面的機能や、新鮮で安全な野菜・農畜産物の供給への期待

と共に、東京の農業のこれからについて消費者としても積極的な関わりが求められています。東京都では新たな

農業振興プランの策定が始まり、国でも『都市農業の振興』が「食料・農業・農村基本計画」(H２２年)に位置づけら

れ、その検討が始まりました。そうした中で、農業者・消費者・行政・研究者と共に「これからの都市農業(東京の農

業)づくり」をどう進めていけるか、学びあい、意見交換していく場として開催しました。 

 

 

第１章 東京農業を取り巻く状況 

 ・経済・社会情勢の変化 

 転換に迫られるわが国の農政、揺らぐ食の信

頼、都市農業・農地に対する評価の高まり 

・東京農業の現状と課題 

 地域特性を活かした特色ある東京農業の現状と

東京農業が抱える課題 

第２章 東京農業の振興方向 

 新たな視点として「東京農業の持つ潜在力を発揮

した力強い農業の推進」 

・東京農業の特性を活かした産 

業力の強化 

・都内産農畜産物の安全・安心 

の確保と地産地消の推進 

・豊かな都民生活と快適な都市環境への積極的

貢献 

第３章 都市農業・農地に係る制度の改善 

 ・都市農業・農地の現状と再評価の動き 

 ・都市農業・農地の位置づけの明確化 

・都市農業・農地の制度の改善 

第４章 新たな東京農業の展開を図る体制づくり 

 

 

１.「都民生活に密着した産業・東京農業」とは 

①農業の多面的機能 

②都市農業の特徴―多面的機能の側面から見て 

生産機能と同時にそれ以外の多面的機能、その

中でもくらしを支える機能（環境と活動を支える）の

比重が大きい。 

 ③都市農業を支える基盤は都市住民の理解 

２.現段階の都市農地・農業問題  

－その保全と一層の展開のために何が必要か－ 

①快適な都市・豊かな都民生活にとって、必要な土

地利用・都市農業は大切、を共通の認識に。 

②都市農地・農業に対する共通の認識の具体化、

理念に基づく制度づくりが今後の課題 

・都市農業の役割、保全等位置づけの明確化 

・実現のためには、農業者は東京にふさわしい農業

の一層の展開のために努力をし、都市住民の理

解がさらに深くそして広くなることが重要。 

③都市農業者の今後の取り組み・努力 

・都市農業の展開と都市農業の潜在力の発揮。 

④都市住民の役割は、支える都市住民を増やす。 

＜まとめ＞農業者・都市住民がそれぞれの役割を果

たす取り組みを強めることが、都市に農地・農業を

存続させるという共通の認識を制度として具体化し

ていく次の段階には必要。 

②研究者からの報告  （後藤光蔵さん） 
東京都農林・漁業振興対策審議会 

答申についてのコメント 

＜主な講演内容＞ 



③農業者からの報告 （栗原剛さん） 

○ パワーポイントで直売所「五日市ファーマーズセンター」を紹介 

○ 東京の農地・農地面積の減少・市街化区域内の農地について 

○ 東京農業の担い手・農家数の減少、認定農業者の増加 

○ 各地域の特色ある農業 

 

・都市農家にとって問題は税金、固定資産税・相続税が大きくのしかかっている。

税金を払うため畑を一部売却、年間 100ha減少。税制に関する要望を訴えている。

様々な取り組みをし、消費者に農業の理解を頂いている。消費者の協力が無けれ

ばなくなってしまう。改正のために一緒に声を出していってほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜質疑応答から＞ 

Ｑ．答申が出され具体的に行政はどういう形をと

るのか。都心と農地のある住民との感覚のず

れを感じた。 

Ａ．答申内容を東京農業振興プランづくりに最大

限活かしていく。振興プランは２月頃に「案」

について都民から意見を公募し、さらに検討し

て 3月末に策定予定。 

Ｑ．都市には空間が無い、今ある農地の維持が大

切、屋上の利用など具体的に施策を出してほ

しい。発想の転換を。 

Ａ．それぞれの地域を対象にし、都心部対象の屋

上・ベランダの緑化などの内容も加える予定。 

 

要望・都市を重点に置いたものとしてのプラン

に期待する。地産地消、ＣＯ2削減にもなり

環境に良い、貢献や学校給食・防災面（農

地に井戸等）などに対し補助金を。 

Ｑ．東京都の農業生産量は。 

Ａ．カロリーベースで１％、生産ベースで５％

野菜や花きがメイン。 

 

＜会場からの報告＞ 

 生活クラブ生活協同組合 
『都市農業を守り・育てる』取組み 

・食べ続けることで都市の農家を支え

る 

・日常的に利用すること、いつも生産

者と組合員が話し合い決定の場に

参加、日常的に交流・援農・まつり

を数多く開催。 

・生産者とともに畑を耕す取組み 

・特定非営利法人たがやす発足、農

業体験農園、夢都里路くらぶ発足 

生活協同組合パルシステム東京 
「都市農業の取組みについて」 

・『登録地場野菜セット』を『予約登録商品』

として実施。組合員の自主的な委員会

が交流企画を実施。 

・『都内の果実・江戸野菜』を供給。 

・『産直方針』として「都内の農地保全や地

場野菜の利用促進のため、都内生産者

と組合員、役職員によるネットワークを

広げる体制を構築します」と掲げ、産直

協定書を締結。 

東都生活協同組合 
・１９９１年、ｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽ店（小

金井市）にて地元生産者

の野菜の取扱い開始。 

・「農のある都市の産直の広

場」を基本コンセプトに生

命を大切にするみんなの

広場としての店づくりを目

指す。取組みが続いてい

るのも生産者との交流の

たまもの。 

 

  

アンケートより（回収枚数 ３３枚） 

○全体的に概ね良かったの回答が約９０％だった。 

○感想・ご意見(抜粋) 

・都市農業の大切さ・価値を再確認することが出来た。 

・消費者団体や生協が農業の事を理解する手助けをど

んどん広げる事に取り組むことは大切だと思う。 

・卒業論文のテーマで都市農業について研究していま

す。新たな問題点の発見や多くの地域の人々の声が

聞くことが出来、とても勉強になりました。 

 

 

＜まとめ＞   良い内容の学習会だったと評

価いただいたが、都市農業の現状と課題について、

行政、研究者、農業者、そして消費者それぞれから

の報告をさらに深めるには時間が足りなかった。資

料に掲載した都内の消費者団体や生協の取り組み

について会場発言は限られたが、今後も消費者と

農業者・関係者との交流や、いろいろな取組みをさ

らに広げ強めるなど、消費者の主体的な関わりが求

められている。答申内容が具体化される振興プラン

に意見を出していきましょう。 

直売所（五日市ファーマーズセンター） 

＜その他の資料提供＞  ○東京都生活協同組合連合会 ○生活協同組合コープとうきょう  

○自然派くらぶ生活協同組合 ○東京都消費者月間実行委員会 ○ＮＰＯフード・風土 
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